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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月 

売上高（百万円） 26,692 28,514 29,803 27,031 25,142 

経常利益（百万円） 2,549 3,366 3,952 2,377 1,414 

当期純利益（百万円） 1,490 1,878 2,717 1,357 715 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 5,213 5,213 5,213 5,213 5,213 

発行済株式総数（千株） 28,952 28,952 28,952 28,952 28,952 

純資産額（百万円） 12,238 12,566 13,291 12,422 10,821 

総資産額（百万円） 18,925 20,191 20,799 18,844 16,545 

１株当たり純資産額（円） 419.31 430.51 457.48 429.22 373.92 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

50.00 

(－) 

65.00 

(－) 

75.00 

(－) 

80.00 

（－） 

25.00 

(－） 

１株当たり当期純損益（円） 48.01 61.27 92.14 46.89 24.73 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 64.7 62.2 63.9 65.9 65.4 

自己資本利益率（％） 12.16 15.15 21.01 10.55 6.61 

株価収益率（倍） 22.50 26.44 27.57 35.29 34.41 

配当性向（％） 104.1 106.1 81.4 170.6 101.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
445 2,735 2,538 607 1,552 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
995 △1,472 △431 1,703 384 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,449 △1,449 △1,887 △2,227 △2,461 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
628 441 661 745 220 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

188 

(158) 

202 

(164) 

211 

(161) 

218 

(180) 

206 

(159) 



２【沿革】 

 当社は昭和46年４月３日、香港法人リーバイ・ストラウス（ファーイースト）リミテッドの日本支社として設置さ

れ（所在地・東京都品川区西五反田）、リーバイスジーンズの輸入販売を開始致しました。その後順調な業績の伸び

と共に日本のジーンズ市場の重要度を考慮し、昭和57年11月29日にリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社（本店

所在地・東京都港区南青山）を設立致しました。リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社は株式の額面（株式１株

の額面100,000円）を変更するため、昭和63年12月１日を合併期日として利須株式会社（昭和47年11月10日設立、本

店所在地・東京都港区南青山）に吸収合併され、合併により当社の資産・負債及びその他の一切の権利、義務を引渡

し致しました。又、昭和63年12月１日利須株式会社は商号をリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社（株式１株の

額面500円）に変更致しました。合併前の利須株式会社は休業状態にあり、合併後におきましては、被合併会社の営

業活動を全面的に継承しております。したがって以下の記載は、別段の記述がないかぎり実質上の存続会社に関する

ものであります。 

年月 概要 

昭和57年11月 米国のリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーの100％子会社であるリーバイ・ストラウ

ス・インターナショナルの全額出資により、リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社を設立し

ました。 

昭和58年６月 新たに、大阪、名古屋、九州に販売代理店を採用し、販売経路を強化しました。 

昭和58年９月 リーバイ・ストラウス（ファーイースト）リミテッド日本支社閉鎖に伴い、その資産を取得しま

した。又、全従業員を当社へ移籍しました。 

昭和63年11月 リーバイ・ストラウス・インターナショナルが保有していたリーバイ・ストラウス ジャパン株

式会社の株式が全てリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーに譲渡されたことに伴い、同社

が直接の親会社となりました。 

昭和63年12月 利須株式会社に吸収合併され、同日、商号変更によりリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社

となりました。 

平成元年６月 株式を社団法人日本証券業協会へ店頭登録しました。 

平成３年５月 平塚流通センターの自動倉庫を完成しました。 

平成７年２月 本店所在地を東京都港区から東京都渋谷区に移転しました。 

平成16年12月 株式を株式会社ジャスダック証券取引所に上場しました。 



３【事業の内容】 

 当社は、当社株式の83.59％を所有する親会社リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーを中心とするリーバイ

スグループに属しております。リーバイスグループは世界各地でジーンズ、ジャケット等の製造、販売を行ってお

り、当社は、親会社とのライセンス契約に基づき製品を生産するほか、親会社、親会社の100％子会社のリーバイ・

ストラウス・インターナショナルの100％子会社であるリーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョ

ン リミテッド及びリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー ヨーロッパ エス・シー・エイから、それぞれ製

品を仕入れ、これらの製品を国内で販売しております。またリーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビ

ジョン リミテッドはアジア・パシフィック地域におけるリーバイスグループ関連各社の事業活動を統括管理してお

り、当社は同社からコンサルタント業務等の役務の提供を受けております。親会社の100％子会社であるリーバイ・

ストラウス インターナショナル グループ ファイナンス コーディネーション サービシーズはリーバイスグル

ープ全体の資金運用を担当しており、当社は余裕資金を短期貸付金として同社に貸付けております。 



４【関係会社の状況】 

親会社 

 親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にあります。 

 2007年11月期末における債務超過額は、398,029千米ドルです。現在、財務内容の改善をすべく、経営構造改革を

実行中であります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合ゼンセン同盟リーバイ・ストラウスジャパンユニオンはゼンセン同盟大阪府支部に所属しており

ます。同組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（千米ドル）
主要な事業内容 

議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

リーバイ・ストラウ

ス・アンド・カンパ

ニー 

米国カリフォル

ニア州サンフラ

ンシスコ市 

373 
衣料品の製造・販

売 
83.6 

ライセンス契約 

製品仕入 

ソフトウェア開発

委託等 

  平成19年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

206(159)  40.8 9.7 8,175,813 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度における我が国の経済は、アジア・欧州向け輸出が順調に増加を維持するなど、緩やかな回復基調で

あった一方、米国に端を発したサブプライムローン問題による影響の懸念、原油高、円高などの新たな問題にも直

面するなど、楽観できない様相を呈しました。また、国内では定率減税の廃止などにより、個人消費がやや伸び悩

む傾向も見られました。 

 このような経済環境のもと、当社を取り巻く環境は、デニムマーケットの需要が冷え込むなど厳しいものとな

り、売上高は前年比7.0％減（会計処理の変更考慮後の実質比較では同10.1％減）の251億42百万円となりました。

この売上高の減少は、ジーンズの革新的な面を訴求する立体裁断ジーンズ「リ－バイス・エンジニアド・ジ－ン

ズ」に注力したものの期待に及ぶまでの結果が得られなかったことや、秋冬物の売上が暖冬の影響もあり出足より

つまずいたことが大きな要因となっています。 

 売上総利益率は36.3％と前期比0.5％の増加（会計処理の変更考慮後の実質比較では同1.6％の減少）となりまし

た。当社では本年より一貫して、当社や小売店での店頭在庫の適正化を重要課題に掲げ、様々な施策を行ってきま

した。その結果として、顧客ニ－ズのある海外の関連会社への輸出や新規出店を拡大中である直営店のファクトリ

－アウトレットでの販売を増加することができました。また、小売店での販売状況を鑑み、店頭在庫の販売促進を

する販売施策への転換が奏功したため、返品が減少し、返品調整引当金の繰り入れは大幅に減少しました。 

 営業利益については前期比10億20百万円の減少（同45.7％の減少）となりました。しかしながら、売上高経常利

益率については、5.6％と当社の維持すべき目標としている5％を達成しました。売上が伸び悩むなかで、広告宣伝

費や交際費等をはじめとする販売費及び一般管理費を4億61百万円削減（会計処理の変更考慮後の実質比較）いた

しましたが、売上の落ち込みを埋め合わせるまでは至りませんでした。 

 また、平成20年度以降の組織改編に向けて、人的資源の適正配分を目的とし早期退職者を公募したため、特別退

職金が1億54百万円発生した結果、税引前当期純利益は前期比47.2％減の12億48百万円、税引後当期純利益は同

47.3％減の7億15百万円となりました。 

 メンズカテゴリーにつきましては、当事業年度上半期にリーバイス・ブランドの持つ革新的な面を訴求するた

め、立体裁断ジーンズ「リーバイス・エンジニアド・ジーンズ」のキャンペーンを展開し、特にファッション感度

の高い層にアピールいたました。また下半期にはリーバイス・ブランドの“伝統と革新”をバランスよく配した

「ニュー・フロム・オリジナル」をテーマに活動を実施いたしました。しかしながら、これらのキャンペーンがカ

テゴリー全体のボリュームを牽引するインパクトを与えられなかったこと、大手ジーンズチェーンの商品価格戦略

の見直しによる商品単価減少があったこと、暖冬の影響による秋冬商品の立ち上がりが不調だったことなどが影響

し、通期メンズボトムスは前期比1.2％減の157億60百万円、トップスでは同11.4％減の32億39百万円の売上高とな

りました。 

 一方レディースカテゴリーでは、当事業年度上半期は昨年度下半期に引き続き“禁断の果実”をテーマに、カラ

ーを多用したキャンペーンを展開し、「リーバイス・レディ・スタイル」商品バリエーションの魅力を伝えまし

た。また下半期は、シルエットを奇麗に見せるロールアップ、バギー、フレアなどのボトムスのほか、トップスも

充実させ、「リーバイス・レディ・スタイル」からコーディネート提案をいたしました。しかしながら、ジーンズ

マーケット需要全体の低迷に加え、メンズカテゴリーと同様大手ジーンズチェーンの商品価格戦略の見直しによる

商品単価減少などが影響し、通期レディースボトムスで前期比16.4％減の49億50百万円、トップスは同26.8％減の

8億6百万円の売上高となりました。  

 またリーバイスストアでは、消費者との絆を深めるための店頭を媒体としたイベントや、リーバイスストアをテ

ーマとした消費者参加型のウェブCMコンテストなどの企画を展開しました。また、ストア限定販売のサブブランド

「リーバイス・フェノム」の売上げが好調に推移し、リーバイス・ブランドの革新的な面をアピールすることに貢

献いたしました。  

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期より5億24百万円減少して2億20百万円となり

ました。当期中における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期と比較して9億45百万円増加の15億52百万円となりました。これは、税

引前当期純利益が11億16百万円減少しましたが、たな卸資産、仕入債務の減少に加え法人税等の支払額が12億96百

万円減少したためです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は、前年同期と比較して13億18百万円減少の3億84百万円となりました。これは、前

年度の短期貸付金の純受取金額が17億67百万円であったのに対して当期は4億83百万円と大幅に減少したためで

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期と比較して2億33百万円減少の24億61百万円となりました。これは、配

当金の支払額が前期より増加したことが主な要因です。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を品目別に数量によって示すと次の通りであります。 

(2）受注 

 該当事項はありません。 

品目 
第26期 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

前年同期比（％） 

メンズボトムス 千本 3,387 108.7 

レディースボトムス 千本 1,095 80.3 

メンズトップス 千枚 1,591 85.4 

レディーストップス 千枚 559 83.3 

リーバイ・ストラウス・シグ

ネチャー 
千本 160 62.5 



(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りでありま

す。 

 （注） 本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 大きなポテンシャルを秘めているレディースボトムス及びメンズ、レディーストップス分野の売上げを伸長させる

ために、市場の変化により早く対応できる商品開発、ならびにサプライチェーンの更なる構築が必須になります。ま

た、新規カテゴリーの開拓、それにともなう商品の需要予測の精度向上、在庫管理の最適化、返品、値引等の軽減を

図る必要があります。主要取引先との業務提携の強化ならびに投資を含めて、今後の重要課題として対処していきま

す。 

品目 
第26期 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

前年同期比（％） 

メンズボトムス（百万円） 15,760 98.8 

レディースボトムス（百万円） 4,950 83.6 

メンズトップス（百万円） 3,239 88.6 

レディーストップス（百万円） 806 73.2 

リーバイ・ストラウス・シグネチャー

（百万円） 
385 95.5 

合計（百万円） 25,142 93.0 

相手先 

第25期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

第26期 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱ライトオン 6,727 24.8 6,062 24.1 



４【事業等のリスク】 

 当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当社は

これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避または発生した場合の対応に努める所存です。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 当社の製品の半数以上は、主としてアジア地区にある関係会社、協力工場及び商社経由により生産しておりま

す。同地区で発生した自然災害等により、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納品が

キャンセルされ、売上に影響をもたらす可能性があります。 

(2) 市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理を行い店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節要因

や急激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(3）業務の効率化及び健全化を図るため、返品及びその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、その過程

において全体の取引量が減額する可能性があります。 

(4）当社は、関係会社への短期貸付金がありますが、円高による貸付により為替リスクは排除し、必要に応じて解約

可能な要求払いとして運用しております。しかし、親会社の実務的理由等により全額を解約するにあたりある程

度の日数を要する可能性があります。 

(5）商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポ－トすべきマ－ケティング活動がうまく機能

しない場合、売上高と利益に影響を与えます。 

５【経営上の重要な契約等】 

ライセンス契約 

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

相手方 内容 契約期間 対価 

リーバイ・ストラウス・アンド・カ

ンパニー 

（米国） 

ライセンス契約 
平成18年12月１日から 

平成20年11月30日まで 
売上高の一定率 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして法令及び規則を遵守し公開会社として適切且つ正確に作成しております。会計

等に関する事項につきましては監査法人並びに法令等に関する事項につきましては顧問弁護士の意見等を適時得て

おります。 

（2）財政状態の分析 

①資産の部 

資産の部は、前期末と比較して2,299百万円減少して16,545百万円となりました。 

(a) 流動資産 

流動資産は、前期末に比べて1,971百万円減少して13,086百万円となりました。製品の減少（前期末比650百万円

減）、現金及び預金（前期末比524百万円減）及び短期貸付金（前期末比483百万円減）が主な要因です。 

(b) 固定資産 

固定資産は、前期末に比べて327百万円減少して3,458百万円となりました。ソフトウエアの減少（前期末比172百

万円減）、貸倒引当金の増加（前期末比105百万円増）が主な要因です。 

②負債の部 

負債の部は、前期末と比較して697百万円減少して5,724百万円となりました。 

(a) 流動負債 

流動負債は、前期末に比べて421百万円減少して4,892百万円となりました。未払法人税等の減少（前期末比241百

万円減）、買掛金の減少（前期末比148百万円減）が主な要因です。 

(b) 固定負債 

固定負債は、前期末に比べて275百万円減少して831百万円となりました。長期リ－ス債務の減少（前期末比141百

万円減）が主な要因です。 

③純資産の部 

純資産の部は、前期末と比較して1,601百万円減少して10,821百万円となりました。前期配当金2,315百万円の支払

による減少が当期純利益715百万円を超過したことが主な要因です。 

(3）当事業年度の経営成績の分析 

 当社を取り巻く環境は、前事業年度に見られたデニム離れの傾向がより明らかになり厳しいものとなりました。

当社経営成績は、厳しい事業環境の影響を受け、前年度比較で減収減益となりました。販売総数量は、前期の

7,143千本から5％減の6,814千本となり、平均販売単価も3％減少いたしました。販売単価の減少は、課題として取

り組みました当社及び小売店の店頭在庫の適正化のための影響もあります。 

 売上総利益の減少を埋めあわせるため販売費及び一般管理費の削減（会計処理の変更考慮後の実質比較）を行い

ましたが、営業利益は、1,020百万円減少し、売上高営業利益率は前年比3.4％減の4.8％となりました。また、売

上高経常利益率は、前年比3.2％減の5.6％になりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社は、消費者が充分満足できる商品作りと売れ行き商品を如何に正確に予測し、迅速に生産し、且つ店頭に配

荷することが出来るかが成績に重要な影響を与える主要因になっております。このためには、正確な市場状況の把

握とそれに沿った販売計画の策定、原材料の確保並びにリ－ドタイムの短縮及び生産拠点の決定と確保が重要にな

って参ります。 

(5）戦略的現状と見通し 

 当社は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーが持つグローバルな情報力及び企画力を利用し、常に革新

的な商品を市場に送り出し、10代後半から20代前半の若者を中心とした消費者の支持を確保しつつ、リーバイス・

ブランドの価値を向上させていきます。そのため、商品開発力の更なる強化を実施し、ビジネスの基盤であるメン

ズボトムスに加えて、レディースボトムス及びメンズ、レディーストップスの商品を強化することによって、リー

バイス・ブランドでのトータルコーディネーションを可能としていきます。消費者がリーバイス・ブランド商品を

「購入したい」と思い、さらに同商品を着用することにプライドを持ってもらえるようになる事を目指します。ま

た、アパレル市場の活性化を一段と高めるため既存のジーンズ分野以外の新規カテゴリーにも積極的に挑戦してい

きます。 

 商品戦略と致しましては、旗艦商品である501ジーンズを中心としたメンズボトムスでの圧倒的なマーケットシェ

アの確保、及び「リーバイス・レディ・スタイル」を核としたレディースボトムスの強化に重点を置きます。ま

た、両ボトムスにコーディネートできる魅力あるトップス商品群の強化を図ります。 

 リーバイス・ブランドと符合するブランドカルチャーを持つ他ブランドとのコラボレーションや「リーバイス・

フェノム」等に代表されるサブブランドの開発にも引き続き注力し、ブランドエクイティの向上を図ります。 



 「リーバイスストア」を含む小売店頭でのプレゼンテーションの改善にも、継続的に取り組んでいきます。ま

ず、ビジネスパートナーの協力を得ながら、「リーバイスストア」の新規展開を継続していきます。 

 商品の生産についても、サプライチェーンの更なる改善を図り、新商品のより迅速な消費者への提供を目指しま

す。 

 同時に、生産資材調達の合理化や生産効率の向上によって、より高い利益率を確保します。 

 会社の重要な資産である人材については、引き続き市場の変化や要求に迅速に対応できるための能力の習得をサ

ポートし、適材適所への人員配置を通じて、組織の強化と強固なチームワークの構築に取組みます。 

 また、見通しにつきましては、引き続き2008年度は、ジーンズマーケット需要が大きく盛り上がることは期待で

きず、当社を取り巻く状況は引き続き楽観できないものと考えられます。大きなポテンシャルを持っているレディ

ースボトムスおよびメンズ、レディーストップス分野の売上げを伸長させるために、市場の変化に対応した商品開

発、ならびにサプライチェーンの更なる改善を重要な課題と認識しています。また、需要予測の精度向上、在庫管

理の最適化、返品、値引等の軽減を図る必要があると認識しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特に記載すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  （平成19年11月30日現在）

事業所名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
機械装置 

（百万円） 
器具備品 
（百万円） 

車両運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

ソフトウェア 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

東京都渋谷区 

統括管理 

販売 
126  - 41 - 

4 

(146) 
531  703 166 

平塚流通センター 

神奈川県平塚市 

在庫管理 

入出庫管理 
1,029 86 45 0 

805 

(3,082) 
 - 1,967 12 

名古屋支店 

名古屋市中区 
販売 3 - 2  - 

-  

(-)  
 - 5 8 

大阪支店 

大阪市港区 
販売 5 - 2 - 

-  

(-)  
 - 8 13 

福岡営業所 

福岡市博多区 
販売 2  - 1  - 

-  

(-)  
 - 3 4 

札幌営業所 

札幌市中央区 
販売 -  - - - 

   -  

(-)  
 - - 3 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 無償新株式発行 

株主に対する割当比率 １：0.1 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式11,980株は、「個人その他」に11単元及び「単元未満株式の状況」に980株を含めて記載しており

ます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,800,000 

計 100,800,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年２月27日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 28,952,000 28,952,000 
株式会社ジャスダック証

券取引所 

完全議決権株

式であり権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式 

計 28,952,000 28,952,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高   
   （株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成３年１月21日 

（注） 
2,632,000 28,952,000 － 5,213 － 1,541 

  平成19年11月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 10 56 10 3 1,723 1,810 － 

所有株式数

（単元） 
－ 500 59 624 24,276 19 3,431 28,909 43,000 

所有株式数の

割合（％） 
－  1.73 0.20 2.16 83.98 0.06 11.87 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次のとおりであります。  

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 181千株であります。 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社    67千株 内訳は投資信託設定分11千株、年金信託設定分51千株  

   となっております。 

  平成19年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％） 

リーバイ・ストラウ

ス・アンド・カンパ

ニー 

（常任代理人みずほ

信託銀行株式会社） 

1155 BATTEY STREET,SAN FRANCISCO,CA 94111 

U.S.A. 

（東京都中央区八重洲一丁目２番１号） 

24,202 83.59 

日本生命保険相互会

社 

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
220 0.76 

日本トラスティ・サ

ービス 

信託銀行株式会社

（信託口） 

  

東京都中央区晴海一丁目８番11号 181 0.63 

カイハラ産業株式会

社 
広島県福山市新市町大字常1450 151 0.52 

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町二丁目４番31号 110 0.38 

日清紡績株式会社 東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号 110 0.38 

日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社

（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 67 0.23 

ヤング産業株式会社 大阪府大阪市平野区平野西四丁目９番５号 50 0.17 

樺沢 正良 埼玉県戸田市 41 0.14 

ザ チェース マンハ

ッタン バンク エヌ 

エイ ロンドン エス 

エル オムニバス ア

カウント 

（常任代理人みずほコ

ーポレート銀行兜町証

券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町六番７号） 
34 0.12 

計 － 25,166 86.92 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

普通株式     11,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,898,000 28,898 － 

単元未満株式 普通株式     43,000 － － 

発行済株式総数 28,952,000 － － 

総株主の議決権 － 28,898 － 

  平成19年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 （自己保有株式） 

リーバイ・ストラ

ウス ジャパン株

式会社 

東京都渋谷区恵比

寿四丁目20番３号 
11,000 － 11,000 0.04 

計 － 11,000 － 11,000 0.04 



２【自己株式の取得等の状況】 

  

【株式の種類等】 単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第7号に該当する 

         普通株式の取得   

 （1）【株主総会議決による取得の状況】 

        該当事項はありません。 

  

 （2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

 （3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     会社法第192条第1項に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

   による株式数は含めておりません。 

  

  （4）【取得自己株式の処理状況及び保有の状況】 

 （注）有価証券報告書提出日現在の保有自己株式には、平成19年12月1日から有価証券報告書提出日までの単元 

    未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成 年 月 日）での決議状況 

（取得期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 11,980 18,833,100 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 1,440 1,604,900 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 11,980 － 1,440 － 



３【配当政策】 

  当社は、常に業績向上を目指して、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・  

  フローの許容できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としております。 

   剰余金の配当は基本は年１回で、その決定機関は期末配当については株主総会、中間配当については取締役会で

 あります。 

   当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当り25円の配当を実施することを決定いたしました。

   内部留保資金につきましては、経営環境や業績の状況等のバランスを考慮し設備投資等、経営基盤の安定とその

 拡大に対応した利用を図っていきます。 

  当社は、「取締役会の決議により、毎年５月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

 定めております。 

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第24期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成20年２月27日 

 定時株主総会決議 
723 25 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月 

最高（円） 1,330 1,850 2,790 2,650 1,730 

最低（円） 725 1,060 ※    1,500      1,500           850 

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 1,120 1,038 950 915 906 900 

最低（円） 931 880 860 850 856 851 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数
(千株)

代表取締役社

長 
  土居 健人 昭和32年11月16日生

昭和57年５月 日本ヴィックス株式会社入社 ア

シスタント・ブランドマネージャ

ー 

昭和61年５月 プロクター・アンド・ギャンブ

ル・ファー・イースト・インク 

ブランド・マネージャー 

平成7年２月 同社 マーケティング・ディレク

ター（日本・中国） 

平成11年７月 同社 グローバル・マーケティン

グ・ディレクター（イギリス・ス

イス） 

平成13年９月 ボーダフォン株式会社 執行役員

常務 マーケティング統括部長 

平成16年11月 株式会社ソニー・ピクチャーズ エ

ンタテインメント 執行役員 シ

ニアバイスプレジデント ホーム

エンタテインメント部門 日本代

表 

平成19年８月 当社ゼネラル・マネージャー 

平成19年10月 当社代表取締役社長就任（現在） 

（注）５ － 

取締役 
経理財務統括

部長 
杉江 清孝 昭和28年８月30日生

昭和52年４月 日本精工株式会社入社 

昭和59年９月 日本精工米国子会社 NSKコーポレ

ーション 財務トレジャラー 

平成４年６月 データイースト米国法人 財務担

当副社長 

平成８年12月 CSKインターナショナル米国法人 

財務担当副社長 

平成10年７月 カノープス株式会社米国法人 取

締役社長 

平成17年５月 フィリップスエレクトロニクスジ

ャパン株式会社 代表取締役管理

本部長 

平成19年８月 当社経理財務統括部長 

平成19年10月 当社取締役（現在）  

（注）５ － 

取締役   アラン・ヘッド 昭和35年１月５日生

昭和59年４月 プロクター＆ギャンブル入社 

平成６年８月 同社ジェネラルマネージャー 

平成10年９月 シティバンク入社 

平成12年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・ 

カンパニー入社 南アフリカジェ

ネラルマネージャー 

平成15年１月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィックディビジョン 

ラテンアメリカ、オーストラリア 

ニュジーランド、日本、韓国を統

括するリージョナル・マネージン

グ・ディレクター 

平成18年10月 同社プレジデント及びリーバイ・

ストラウス・アンド・カンパニー

シニア・ヴァイス・プレジデント

（現任） 

平成19年２月 当社代表取締役社長 

平成19年10月 当社取締役就任（現在）  

（注）３ － 

取締役   ポール・スミス 昭和42年10月21日生

平成２年６月 アーンスト＆ヤング入社 

平成９年２月 同社インターナショナル・タック

ス・サービシーズ・ディレクター 

平成16年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・

カンパニー入社 タックス・ヴァ

イスプレジデント 

平成18年９月 同社タックス・アンド・トレジャ

リー・ヴァイス・プレジデント

（現任） 

平成19年２月  当社取締役就任（現任） 

（注）３ － 

 



 （注）１.取締役 ポール・スミス及びダニエル・オニールは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２.監査役 大泉 浩志氏、森嶋 正及びフェ・チュア氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

    ３.平成19年２月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

    ４.平成19年２月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ５.平成19年10月23日開催の臨時株主総会から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までであります。 

    ６.平成20年２月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数
(千株)

取締役  
ダニエル・オニー

ル 
昭和28年５月10日生

昭和53年４月 リーバイ・ストラウス オースト

ラリア入社 

平成元年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・

カンパニー インターナショナ

ル・オーディットマネージャー 

平成２年11月 リーバイ・ストラウス カナダ 

ディレクターオブファイナンスア

ンドプランニング 

平成９年10月 リーバイ・ストラウス ヨーロッ

パ ミドルイーストアンドアフリ

カディレクターオブアナリシス 

平成11年１月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィック ディビジョンリミ

テッド ヴァイスプレジデント、デ

ィレクターオブファイナンスアン

ドプランニング （現任） 

平成11年２月 当社監査役就任 

平成19年２月 当社監査役辞任  

平成19年２月 当社取締役就任 （現任） 

（注）３ － 

常勤監査役   大泉 浩志 昭和28年９月24日生

平成12年３月 あさひ銀行株式会社 退社 

平成12年４月 ハートフォード生命保険株式会社

 入社 監査部長 就任 

平成14年１月 同社退社 

平成14年12月 ファイザージャパン株式会社 入

社 監査部長 就任  

平成19年２月 同社退社 

平成19年２月 当社常勤監査役就任（現任） 

（注）４ － 

監査役   森嶋 正 昭和23年１月23日生

昭和47年４月 アーサーアンダーセン入社 

昭和50年３月 公認会計士登録 

昭和60年９月 英和監査法人（現あずさ監査法

人）社員 

昭和63年９月 アーサーアンダーセンパートナー

及び英和監査法人代表社員 

平成５年11月 アーサーアンダーセン及び朝日監

査法人(現あずさ監査法人)退社 

  森嶋公認会計士事務所代表 

平成６年２月 当社監査役就任（現任） 

（注）４ － 

監査役   フェ・チュア 昭和22年12月１日生 

昭和47年６月 リーバイ・ストラウス フィリピ

ン入社  

平成元年９月 リーバイ・ストラウス ファーイ

ースト リミテッド ディレクタ

ー・オブ・ファイナンス 

平成８年１月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィック ディビジョンリミ

テッド ディビジョナル・ファイ

ナンシャル・コントローラー  

平成14年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・

カンパニー ファイナンス・プロ

セス・チームリーダー 

平成19年11月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィック ディビジョンリミ

テッド ディレクター・オブ・プ

ロダクティビティ（現在） 

平成20年２月 当社監査役就任（現在） 

（注）６ － 

        計   － 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、企業を取り巻く関係者の利害関係を調整しつつ株主利益を尊重し、企業の信頼性の維持並びに企業

価値を高める事を経営の責務と考えております。 

 経営執行の過程において取締役会は持つべき合議機能、迅速なる経営判断、企業倫理の追及並びに会社情報の

適時開示に対応する事を基本行動指針と致します。また監査役は、監査機能あるいは社内組織の牽制機能並びに

リスク管理体制の改善等をはかり、コーポレート・ガバナンスの充実並びに強化に取組んでいく方針でありま

す。 

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 １．会社の機関の基本説明及び内容 

 取締役会は、取締役5名（うち社外取締役2名）で構成され、経営上の最高意思決定機関として、重要事項の審

議及び決定を行っております。また、毎月実施される各部門長（SMT）による会議体等により、現状の把握、問

題点の確認等業務執行状況を監督するとともに、業務執行に関する意思決定の迅速化と効率化を図っておりま

す。 

 当社は、監査役制度採用会社であります。監査役会は、監査役3名（うち社外監査役3名）で構成され、各監査

役は監査役規則並びに監査役監査基準に基づき、取締役会その他の重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲

覧、業務や財産の状況の調査等及びその他の必要と認めて実施する手続を通して、取締役の職務執行の監査を行

っております。また、監査役は会計監査人とも年度監査計画を協議し、定期的に監査結果の報告を受け、緊密に

連携しつつ監査を実施しております。 

 当社は、顧問弁護士ならびに各種専門家から法務、税務に関する指導、助言を受けコンプライアンスの確保を

図っております。 

 ２．内部統制システムの整備の状況 

 当社は、会社法362条第5項の規定に基づき、同条第4項第6号並びに会社法施行規則第100条第1項各号及び第3項

各号に定める体制の整備の基本方針を次のとおり決議しております。当該基本方針の下、社内規定等の制定・運

用を通じ、内部統制システムの充実を図っております。 

 ① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 当社は、企業が存立を継続するにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠と判断し、企業の取締役及び従業員

が法令遵守はもとより、社会の構成員としての企業人・社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に

行動することを求めております。 

 当社の取締役は、この実践のため企業理念、倫理規定及びリーバイスグループの価値基準「コア・バリュー

（エンパシー、オリジナリティ、インテグリティ、勇気）」に従い、企業倫理の遵守及び浸透を率先して行いま

す。 

 当社は会社組織を構築するに当たり、公正で透明な企業環境を構築することが重要であると認識しておりま

す。 

 上記の目的を達成するため、企業理念及び企業倫理に関する教育研修の機会を従業員に提供します。また、コ

ンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報のために、社外相談窓口を設置し、通報者の保護と効果的な内

部通報制度を運用しております。 

 当社においては、適正な財務報告を達成する目的のため、コンプライアンス担当マネジャーが中心となり、財

務報告の信頼性を確保するための内部統制の有効性評価を行なっております。この評価プロセスにおいて認識さ

れた内部統制の不備は遅滞なく是正措置が取られます。財務報告に関わる内部統制の評価結果は、最高責任者で

ある社長に報告されます。 

 また、業務監査の目的のために、当社の親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーグループの

グローバル内部監査チームによる内部監査が実施されます。この内部監査は定期的に、業務が有効かつ効率的に

実施されているか、法令、定款並びに社内諸規程に準拠して適正、妥当かつ合理的に行われているか、について

の調査・検証をしております。被監査部門は重要な指摘事項に対して適時に是正措置をとります。グローバル内

部監査チームは監査結果をリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのオーデイット・コミティーに報告いた

します。  

  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

 取締役会及びSMTが定期的に会社の重要課題を協議するSMT会議をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記

録や、各取締及びSMTが職務権限規程に基づいて決裁した文書等、取締役並びにSMTの職務の執行に係る情報を適



正に記録し、法令及び文書取扱規程に基づき、定められた期間保存しております。 

  また法務担当マネジャーは、これら情報の保存及び管理が適切に実施されることを確保するため取締役を補佐

するものとします。 

  ③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

 コンプライアンス担当マネジャーは、主要な業務フローを理解し、リスクの発生可能な所在を確認しそのリス

クを最小限にすべく適切な対応策を準備することにより、損失の危機を最小限にすべく対応を行います。 

 また、市場、制度、法律、組織等の変化に対応しコンプライアンス担当マネジャーは各部署に対し適切な教育

並びにアドバイスとモニタリングを行っております。  

 重要度の高い売掛金与信管理については、与信管理マネジャーが取引先の特性並びに財務内容等を把握し健全

な取引が遂行できるよう管理しております。  

  ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 市場・環境の変化に対応した会社全体の将来のビジョンと目標を定めるため、中期事業計画及び単年度の事業

計画を策定しております。事業計画を達成するために、取締役並びにSMTの職務権限と担当業務を明確にし、各

業務に対しマイルストーンを設け、職務の執行のモニタリング及び効率化を図っております。 

 取締役会の意思決定の妥当性と独立性は監査役の監査を受けております。  

  ⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 監査役の下に監査役を補助すべき従業員を設置いたします。同従業員は監査役との連携プレーにより監査役の

職務を補助する体制になっております。 

  ⑥ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役の職務を補助する従業員の人事異動及び考課については、事前に常勤監査役に報告を行い、了承を得る

ことにしております。 

  ⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 監査役は、取締役会のほか、SMT会議及び重要な会議に出席し、報告を適切に受けることが出来る体制としてお

ります。 

 代表取締役及び取締役は、以下に定める事項について、発見次第、監査役に対し報告を行ないます。 

  １）会社の信用を大きく低下させたもの、またはその恐れのあるもの 

  ２）会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、またはその恐れのあるもの 

  ３）行動基準、倫理規定への違反で重大なもの 

 内部通報制度による情報は、社長へ報告すると同時に監査役へ報告される体制になっております。 

  ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

 社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合をもっております。 

 また、コンプライアンス担当マネジャーは監査役との密接な連携を保つよう規定されており、監査役の監査の

実効性確保を図っております。 

３．会計監査の状況  

 当社は、一時会計監査人としてあらた監査法人を選任し、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契

約を結んでおります。会計監査人は親会社の連結財務諸表作成のための米国会計基準に基づく四半期レビューな

らびに中間期及び期末決算について監査手続きを実施しております。なお、あらた監査法人及びその業務執行社

員と当社の間には、特別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公認会計士は小澤元秀氏、大橋

佳之氏であり、会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士4名、会計士補1名、その他6名の合計11名で構成さ

れております。 

 ４．社外取締役及び社外監査役との関係 

 取締役ポール・スミス氏はリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのタックス・アンド・トレジャリー担

当のバイスプレジデントを兼務しております。なお、当社は同社との間に資本関係、ライセンス契約等の取引が

あります。 

 取締役ダニエル・オニール氏はリーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミテッドのチ



ーフ・ファイナンシャル・オフィサーを兼務しております。なお、当社は同社との間に製品の仕入、コンサルタ

ント業務委託等の取引があります。 

 なお、社外監査役3名と当社の間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

  （３）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、「（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等」で述べたコンプ

ライアンス体制のもと会計及び業務監査を通じて潜在的なリスクを洗い出し、そのリスクに対する改善策を提案

し改善計画書を作成し管理の強化並びにリスクを最小限に抑えるべく実施しております。また重要な取引先及び

サプライヤーの財務内容や業務内容の検証等も実施し、取引の健全性ならびにリスク評価を行っております。 

 監査役は、会社の重要な会議に出席し又取締役からの報告を受け、業務執行の適法性並びに取締役の職務遂行

の監査を行っております。  

    （４）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

 取締役に対する年間報酬総額          32百万円 

 なお、社外取締役2名には報酬を支払っておりません。 

 社外監査役に対する年間報酬総額        14百万円 

 なお、上記のうち、社外監査役1名には報酬を支払っておりません。 

  （５） 責任限定契約の概要 

 当社の定款においては、社外役員の会社法第423条第1項の責任について、善意、かつ、重過失がないときは一

定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めており、当社は会社法第427条第1項に基づき、監査役森

嶋正氏との間で会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任

限度額は、金400万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。当社は、現時点では上

記以外の社外役員との間では責任限定条約を締結しておりません。 

    （６） 監査報酬の内容  

 当社の会計監査人であるあらた監査法人に対する監査報酬の内容は以下のとおりであります。  

 公認会計士法第2条第１項の業務にも基づく報酬      34百万円 

 上記以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第24期事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

25期事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）の

財務諸表については、あずさ監査法人よる監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業

年度（平成18年12月１日から平成19年11月30日まで）の財務諸表について、あらた監査法人による監査を受けており

ます。 

 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前事業年度 第25期事業年度の財務諸表については、あずさ監査法人 

  当事業年度 第26期事業年度の財務諸表については、あらた監査法人 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年11月30日） 
当事業年度 

（平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     745     220  

２．受取手形     114     －  

３．売掛金     3,561     3,223  

４．製品     2,744     2,093  

５．原材料     243     264  

６. 前払金     －     14  

７．前払費用     113     79  

８．繰延税金資産     898     750  

９．未収入金     34     7  

１０．未収還付法人税等     －     322  

１１.短期貸付金     6,606     6,123  

１２.貸倒引当金     △3     △14  

流動資産合計     15,058 79.9   13,086 79.1 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   2,822     2,861    

減価償却累計額   1,506 1,316   1,587 1,274  

(2）機械装置   1,180     1,202    

減価償却累計額   1,112 68   1,115 86  

(3）車両運搬具   16     16    

減価償却累計額   15 0   15 0  

(4）器具備品   671     592    

減価償却累計額   554 116   484 108  

(5）土地     809     809  

有形固定資産合計     2,312 12.3   2,279 13.8 

２．無形固定資産              

(1）電話加入権     12     12  

(2）ソフトウェア     711     539  

無形固定資産合計     724 3.8   551 3.3 

 



   
前事業年度 

（平成18年11月30日） 
当事業年度 

（平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）敷金・保証金     313     310  

(2）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

    4     110  

(3）繰延税金資産     436     317  

貸倒引当金     △4     △110  

投資その他の資産合計     750 4.0   627 3.8 

固定資産合計     3,786 20.1   3,458 20.9 

資産合計     18,844 100.0   16,545 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金 ※１   2,456     2,308  

２．未払金 ※１   1,276     1,487  

３．未払費用     302     320  

４. 短期リース債務     107     104  

５．未払法人税等     241     0  

６．未払消費税等     36     0  

７．預り金     207     176  

８．返品調整引当金     684     494  

流動負債合計     5,314 28.2   4,892 29.6 

Ⅱ 固定負債              

１．長期リース債務     605     463  

２. 退職給付引当金     446     366  

３．役員退職慰労引当金     56     1  

固定負債合計     1,107 5.9   831 5.0 

負債合計     6,421 34.1   5,724 34.6 

               

 （純資産の部）              

 Ⅰ 株主資本              

  1. 資本金 ※２   5,213 27.7   5,213 31.5 

  2. 資本剰余金              

      資本準備金    1,541     1,541     

     資本剰余金合計     1,541 8.2   1,541 9.3 

  3. 利益剰余金              

  （1）利益準備金   1,303     1,303     

  （2）その他利益剰余金               

       繰越利益剰余金   4,380     2,781     

     利益剰余金合計     5,684 30.1   4,084 24.7 

  4.  自己株式 ※３   △17 △0.1   △18 △0.1 

      株主資本合計     12,422     10,821   

     純資産合計     12,422 65.9   10,821 65.4 

    負債・純資産合計     18,844 100.0   16,545 100.0 
      



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     27,031 100.0   25,142 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．期首製品たな卸高   2,739     2,744    

２．当期製品製造原価 ※３ 14,835     13,570    

合計   17,575     16,314    

３．期末製品たな卸高   2,744 14,831   2,093 14,220  

４．支払ロイヤリティ ※３   2,266     1,990  

売上原価 ※１   17,097 63.2   16,210 64.5 

売上総利益     9,934 36.8   8,931 35.5 

返品調整引当金繰入額
（戻入益） 

    275 1.0   △190 △0.8 

返品調整引当金調整後
売上総利益 

    9,659 35.8   9,122 36.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   7,423 27.5   7,907 31.5 

営業利益     2,235 8.3   1,214 4.8 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   7     29    

２．雑収入   145 153 0.6 171 200 0.8 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   0     0    

２．雑損失   10 11 0.0 0 0 0.0 

経常利益     2,377 8.8   1,414 5.6 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   7 7   － －  

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損   3     11     

２. 減損損失 ※４ 16     －     

３. 特別退職金   － 19 0.1 154 166 0.7 

税引前当期純利益     2,365 8.7   1,248 4.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,125     266    

過年度法人税等   21     －    

法人税等調整額   △139 1,008 3.7 267 533 2.1 

当期純利益     1,357 5.0   715 2.8 

               



製造原価明細書 

 （注） 当社の原価計算の方法は、標準原価によるロット別原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．材料費   1,862 12.6 1,135 8.4 

２．外注加工費   12,323 83.1 12,161 89.6 

３．労務費   175 1.1 168 1.2 

４．経費   473 3.2 105 0.8 

当期総製造費用   14,835 100.0 13,570 100.0 

当期製品製造原価   14,835   13,570  

           



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日）             （単位：百万円） 

当事業年度（自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日）             （単位：百万円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 繰越利益

剰余金 

平成17年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 5,244 6,547 △11 13,291 13,291 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － △2,170 △2,170 － △2,170 △2,170 

当期純利益 － － － － 1,357 1,357 － 1,357 1,357 

自己株式の取得 － － － － － － △5 △5 △5 

利益処分による役員賞与 － － － － △50 △50 － △50 △50 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
  

－ － － － △863 △863 △5 △868 △868 

平成18年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 4,380 5,684 △17 12,422 12,422 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 繰越利益

剰余金 

平成18年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 4,380 5,684 △17 12,422 12,422 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － △2,315 △2,315 － △2,315 △2,315 

当期純利益 － － － － 715 715 － 715 715 

自己株式の取得 － － － － － － △1 △1 △1 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
  

－ － － － △1,599 △1,599 △1 △1,601 △1,601 

平成19年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 2,781 4,084 △18 10,821 10,821 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税引前当期純利益   2,365 1,248 

減価償却費   232 291 

退職給付引当金の減少
額 

  △15 △79 

役員退職慰労引当金の
増加額（減少） 

  15 △54 

貸倒引当金の増加額
（減少） 

  △7 117 

返品調整引当金の増加
額（減少） 

  275 △190 

受取利息   △7 △29 

支払利息   0 0 

固定資産除却損   3 11 

減損損失   16 － 

売上債権の減少額   495 452 

破産債権等の増加額   － △105 

たな卸資産の減少額   86 629 

仕入債務の減少額   △652 △148 

未払金の増加額（減
少） 

  △257 211 

役員賞与の支払額   △50 － 

未払消費税等の減少額    － △63 

その他   199 36 

小計   2,698 2,327 

利息の受取額   7 29 

利息の支払額   △0 △0 

法人税等の支払額   △2,099 △803 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  607 1,552 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △62 △98 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △1 － 

短期貸付金の減少額   1,767 483 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,703 384 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

自己株式の取得による
支出 

  △5 △1 

リース債務の返済によ
る支出 

  △50 △144 

配当金の支払額   △2,170 △2,315 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,227 △2,461 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額(減少額） 

  83 △524 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  661 745 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※1 745 220 

       



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

先入先出法による低価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

  建物 ３年～38年

器具備品 ２年～20年

   

   

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

(1）貸倒引当金 

ａ 一般債権 

同左 

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 財務内容評価法によっておりま

す。 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

  (2）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、従来

の返品発生比率ならびに季節商品販売

の特性等を勘案し、当期の売上高に見

込まれる返品額に対する販売利益の見

積額を計上しております。 

(2）返品調整引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当 

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。   

(3）退職給付引当金 

       同左    

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に充てるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 役員賞与引当金 

 当社の役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の当会

計期間負担額を計上しております。 

 なお、金額の重要性を考慮し未払費

用に含めて計上しております。 

(5) 役員賞与引当金 

       同左 

  

 



 
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

４．外貨建の資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準 

 外貨建債権・債務については関連会

社との間で締結している「固定外国為

替レート契約」に基づき本年度の決済

レートにより換算しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

          

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益は16百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は12,422百万

円であります。 

  

      ___________________________ 

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これにより、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は4百万円減少しております。 

           ____________________________ 

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （固定資産の減価償却方法） 

 法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律 

平成19年3月30日 法律第6号」及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年3月30日 政令第83号」）

に伴い、平成19年4月1日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （派遣販売員の人件費の処理方法について） 

 従来、百貨店に対する派遣販売員の人件費を売上高か

ら控除しておりましたが、当事業年度より販売費及び一

般管理費に計上する方法に変更しております。この変更

は販売員派遣の商習慣の変化に伴い売上高と販売費をよ

り適正に表示するために行ったものであります。この変

更に伴い従来の方法によった場合に比べ売上高が895百万

円増加し、販売費及び一般管理費は同額増加しました。

なお、営業利益、経常利益、税引前当期純利益に与える

影響はありません。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「破産債権等

の増加額」は、前期会計期間において営業活動による

キャッシュ・フローの「売上債権の減少額」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、

当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業

年度の営業活動によるキャッシュ・フローの「売上債

権の減少額」に含まれている「破産債権等の減少額」

は６百万円であります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年11月30日） 

当事業年度 
（平成19年11月30日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 ※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

科目 金額（百万円） 

買掛金 0 

未払金 565 

科目 金額（百万円） 

買掛金 － 

未払金 534 

※２ 会社が発行する株式の総数（普通株式） 

100,800,000株 

発行済株式の総数（普通株式）  28,952,000株 

※２ 会社が発行する株式の総数（普通株式） 

100,800,000株 

発行済株式の総数（普通株式）  28,952,000株 

※３ 自己株式（普通株式）          10,540株 ※３ 自己株式（普通株式）          11,980株 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

※１ 売上原価に算入されている製品評価損 ※１ 売上原価に算入されている製品評価損 

低価法による製品評価損  215百万円 低価法による製品評価損     31百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

(1）給与・手当       1,599百万円

(2）臨時社員給与 353 

(3）退職給付費用 89 

(4）荷造運搬費 334 

(5）広告宣伝費 1,972 

(6）減価償却費 226 

(7）家賃及び賃借料 574 

(8）支払手数料 1,292 

(1）給与・手当        1,815百万円

(2）臨時社員給与 1,011 

(3）退職給付費用 31 

(4）荷造運搬費 282 

(5）広告宣伝費 1,451 

(6）減価償却費 288 

(7）家賃及び賃借料 650 

(8）支払手数料 1,155 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約72％ 

一般管理費に属する費用  約28％ 

販売費に属する費用 約74％ 

一般管理費に属する費用  約26％ 

※３ 関係会社に係る注記 ※３ 関係会社に係る注記 

支払ロイヤリティ 2,266百万円

ソフトウェア開発費   111 

支払ロイヤリティ 1,990百万円

ソフトウェア開発費   123 

  

※４ 減損損失 

   当会計期間において、以下の資産グループについ 

   て減損損失を計上しております。       

  

  

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿   

  

  

  

用途 種類 場所 減損損失 
(百万円) 

遊休 土地 兵庫県 
神戸市 16 

  

  

当該資産について帳簿価額に対し時価が著しく下落し将

来の回収可能性が著しく低いと判断したため、回収可能

額まで16百万円を固定資産減損損失として特別損失に計

上しました。回収可能額は、固定資産税評価額を勘案し

て評価しております。なお、減損損失を判定するに当た

っては、将来の使用が見込まれていない遊休資産につい

ては個別単位で、その他資産については単一セグメント

としてグルーピングをしております。 

  

 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

   

 前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

 配当金支払額等 

 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 28,952,000 － － 28,952,000 

合計 28,952,000 － － 28,952,000 

自己株式        

普通株式 8,318 2,222 － 10,540 

合計 8,318 2,222 － 10,540 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年2月24日 

定時株主総会 
普通株式 2,170 75 平成17年11月30日 平成18年2月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年2月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,315  利益剰余金 80 平成18年11月30日 平成19年2月27日



 当事業年度（自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

 配当金支払額等 

 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 28,952,000 － － 28,952,000 

合計 28,952,000 － － 28,952,000 

自己株式        

普通株式 10,540 1,440 － 11,980 

合計 10,540 1,440 － 11,980 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年2月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,315 80 平成18年11月30日 平成19年2月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年2月27日 

定時株主総会 
普通株式 723  利益剰余金 25 平成19年11月30日 平成20年2月28日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定       745百万円 現金及び預金勘定          220百万円

 ２．重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額はそれぞれ757百万

円であります。 

 ２．重要な非資金取引の内容 

   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年11月30日現在） 

有価証券 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（平成19年11月30日現在） 

有価証券 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 5 3 2 

合計 5 3 2 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 5 5 0 

合計 5 5 0 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  1百万円

１年超 0 

合計 1百万円

１年以内   0百万円

１年超 － 

合計 0百万円

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   1百万円

減価償却費相当額  1百万円

支払リース料    1百万円

減価償却費相当額   1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 （注） 取得価額相当額及び未経過リース料残高は、

未経過リース料期末残高の有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。  

  （注）リース資産に配分された減損損失はありません。

４．減価償却費相当額の算定方法 

  

                       同左 

  

  

  

   

                          



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また従業員の退職等に際して割増

退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   
前事業年度 

（平成18年11月30日） 
当事業年度 

（平成19年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円） △1,031 △1,058 

(2） 年金資産（百万円） 743 808 

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) △287 △249 

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円） △158 △116 

(5） 貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
△446 △366 

(6） 退職給付引当金（百万円） △446 △366 

 
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 
111 55 

(1）勤務費用（百万円） 107 101 

(2）利息費用（百万円） 16 22 

(3）期待運用収益（百万円） △12 △19 

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 

（百万円） 
－ － 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
0 △49 

 
前事業年度 

（平成18年11月30日） 
当事業年度 

（平成19年11月30日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2）割引率（％） 2.1 2.0 

(3）期待運用収益率（％） 2.4 2.4 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 

(5）会計基準変更時差異の処理年数（年） － － 



（ストック・オプション等関係） 

  

  該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

  

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

   率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

 との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

 注記を省略しております。 

たな卸資産評価損 182百万円

ソフトウェア 42 

広告宣伝費用 199 

未払賞与 14 

退職給付引当金 181 

事業税 22 

返品調整引当金 278 

未確定経費 410 

減損損失 6 

その他 6 

繰延税金資産小計 1,343 

評価性引当金 △8 

繰延税金資産計 1,335 

                       

             同左 

たな卸資産評価損    187百万円

ソフトウェア 39 

広告宣伝費用 151 

退職給付引当金 148 

事業税 △13 

返品調整引当金 200 

未確定経費 321 

減損損失 6 

貸倒引当金 25 

その他 9 

繰延税金資産小計 1,076 

評価性引当金 △8 

繰延税金資産計 1,067 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より、連結上、債務超過の状態にあ

り、2006年11月期におきましても、決算は最終確定しておりませんが、債務超過の見込みです。現在、財務

内容の改善をすべく、経営構造改革を実行中であります。 

(2）兄弟会社等  

  （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

373 
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

83.7 
なし 

ライセ

ンス契

約 

ソフト

ウェア

開発等

及び製

品仕入 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
2,266 未払金 550 

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

111 未払金 15 

製品の仕入 － 買掛金 0 

過年度ロイヤ

リティーの返

還 

－   － － 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会

社の

子会

社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギ

ー 

ブリュ

ッセル

市 

157 

百万米ドル 

投資・金

融 
－ なし 

資金運

用 
資金の貸付 6,010 短期貸付金 6,606 

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガ

ポール 

4 

千米ドル 

地域統括

管理業務 
－ 

兼任 

2名 

製品仕

入 

コンサ

ルタン

ト業務

等 

製品の仕入 1,553 買掛金 262 

コンサルタ

ント費用等 
631 

未払金 

短期リース債務 

長期リース債務 

182 

107 

605 



当事業年度（自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にありま

す。2007年11月期末における債務超過額は、398,029千米ドルです。現在、財務内容の改善をすべく、経営

構造改革を実行中であります。 

(2）兄弟会社等  

  （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

373 
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

83.6 

兼任 

  なし 

ライセ

ンス契

約 

ソフト

ウェア

開発等

及び製

品仕入 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
1,990 未払金 502 

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

123 未払金 32 

製品の仕入 － 買掛金 － 

過年度ロイヤ

リティーの返

還 

－   －  － 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会

社の

子会

社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギ

ー 

ブリュ

ッセル

市 

157 

百万米ドル 

投資・金

融 
－ なし 

資金運

用 

資金の貸付 

受取利息 

9,087 

29 
短期貸付金 6,123 

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガ

ポール 

4 

千米ドル 

地域統括

管理業務 
－ 

兼任 

2名 

製品仕

入 

コンサ

ルタン

ト業務

等 

製品の仕入 493 買掛金 43 

        

コンサルタ

ント費用等 
617 

未払金 

短期リース債務 

長期リース債務 

82 

104 

463 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

１株当たり純資産額       429.22円 

１株当たり当期純利益      46.89円 

１株当たり純資産額   373.92円 

１株当たり当期純利益    24.73円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

                     同左 

 
前事業年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日） 

当期純利益（百万円） 1,357 715 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,357 715 

期中平均株式数（株） 28,942,450 28,940,835 

前事業年度 
（自 平成17年12月1日 
 至 平成18年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年12月1日 
 至 平成19年11月30日） 

当社取引先である株式会社発信グループは、平成19年２ 

月21日東京地方裁判所へ民事再生開始の申立てを行い受 

理されました。なお、同社に対する平成19年２月21日現

在の債権額は167百万円であり、回収不能見込額は現在の

ところ不明であります。 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

  

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替によるものであります。 

      返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 2,822 46 7 2,861 1,587 83 1,274 

機械装置 1,180 21 0 1,202 1,115 3 86 

車両運搬具 16 -  -  16 15 - 0 

器具備品 671 30 109 592 484 32 108 

土地 809 -  
-  

 
809 -  -  809 

有形固定資産計 5,500 98 117 5,482 3,202 119 2,279 

無形固定資産              

電話加入権 12 -  -  12 -  -  12 

ソフトウエア 900 -  -  900 360 172 539 

無形固定資産計 912  - -  912 360 172 551 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 7 121 0 3 125 

返品調整引当金 684 494 － 684 494 

役員退職慰労引当金 56 4 59 － 1 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。 

③ 製品 

区分 金額（百万円） 

現金 4 

預金  

当座預金 216 

別段預金 0 

その他 0 

小計 216 

計 220 

相手先 金額（百万円） 

㈱ライトオン 1,091 

㈱マックハウス 368 

栄光商事㈱ 232 

㈱大野衣料 227 

㈱ジーンズメイト 150 

その他 1,153 

計 3,223 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（月） 

(Ａ） (Ｂ） (Ｃ） (Ｄ） 
Ｃ 

──── 
Ａ＋Ｂ 

Ｄ ÷
Ｂ 
─ 
12 

3,561 30,099 30,437 3,223 90.4 1.3 

品名 金額（百万円） 

メンズボトムス 1,305 

レディースボトムス 518 

メンズトップス 137 

レディーストップス 71 

リーバイ・ストラウス・シグネチャー 60 

計 2,093 



④ 原材料 

⑤ 短期貸付金 

負債の部 

① 買掛金 

② 未払金 

品名 金額（百万円） 

輸入中間製品 79 

その他 184 

計 264 

相手先 金額（百万円） 

リーバイ・ストラウス インターナショナル グルー

プ ファイナンス コーディネーション サービシー

ズ 

6,123 

計 6,123 

相手先 金額（百万円） 

伊藤忠商事㈱ 593 

サンダイヤ㈱ 522 

双日㈱ 343 

リーバイス・ストラウス フィリピンズ インコーポ

レイティッド 
118 

タカハター㈱ 113 

その他 617 

計 2,308 

相手先 金額（百万円） 

リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー 534 

（株）アサツー・ディ・ケイ 243 

未払従業員特別退職金 154 

リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディ

ビジョン リミテッド 
82 

その他 471 

計 1,487 



③ 未払費用 

④ 退職給付引当金 

相手先 金額（百万円） 

従業員 （未払賞与） 113 

あらた監査法人 34 

社会保険事務所 12 

その他 160 

計 320 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 1,058 

未認識数理計算上の差異 116 

年金資産  △808 

計 366 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得 

    を請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利

    を有しておりません。 

事業年度 12月１日から11月30日まで 

定時株主総会 毎年２月中 

基準日 11月30日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000,000株券及び10,000,000株券 

剰余金の配当の基準日 
５月31日 

11月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公告によることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

当社の証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社はリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーであります。

    リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にあります。2007年11月期末

   における債務超過額は、398,029千米ドルです。現在、財務内容の改善をすべく、経営構造改革を実行中であります。

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日）平成19年２月27日関東財務局長に提出

(2）半期報告書 

 （第26期中） （自 平成18年12月1日 至 平成19年5月31日）平成19年８月24日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

  平成19年９月26日 関東財務局に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年２月２６日

リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社  

  取締役会 御中 

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松下  修 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡野 隆樹 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリ

ーバイ・ストラウス ジャパン株式会社の１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第２５期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リーバ

イ・ストラウス ジャパン株式会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 １．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の固定資産の減損に係る会計基準が適用

     されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

 ２．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の役員賞与に関する会計基準を適用され 

   ることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。        

 ３．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の貸借対照表の純資産の部の表示に関す 

   る会計基準を適用されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。   

 ４. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社の取引先である株式会社発信グループは、平成１９年２月２１日 

   東京地方裁判所へ民事再生開始の申立てを行い受理された。同社に対する平成１９年２月２１日現在の債権額は 

     １６７百万円であり、回収不能見込額は現在のところ不明である。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成20年2月27日

リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社  

  取締役会 御中 

  あ ら た 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小澤 元秀 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大橋 佳之 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社の平成18年12月1日から平成19年11月30日までの第26期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リーバ

イ・ストラウス ジャパン株式会社の平成19年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より百貨店に対する派遣販売員の人件費に係る会計

処理を変更した。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。 
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